
なお，水上安全条例については，福島県，福井

県，滋賀県，兵庫県，和歌山県，長崎県，宮崎県

及び沖縄県の８県において，海水浴場に関する規

制等を盛り込んだ条例が施行されている。

第７節 救助・救急体制の整備

１ 海難情報の収集処理体制の整備

海上保安庁では，海難情報を早期に入手し，迅

速かつ的確な救助活動を行うため，全国２２箇所の

陸上通信所や行動中の巡視船艇により，海上にお

ける遭難及び安全に関する世界的な制度

（GMDSS）に対応した遭難周波数を２４時間聴守

し，遭難情報に即応する体制を整えている。

また，広く一般国民や船舶等から海上における

事件・事故に関する情報を入手するため，緊急通

報用電話番号「１１８番」の一層の周知，定着を図っ

ている。

一方，防衛庁は，海上保安庁との協定に基づき，

同庁と必要な情報の交換に努めている。また，横

須賀，佐世保等９箇所の海岸局では常時，その他

の海岸局や艦艇・航空機では状況の許す限り，遭

難周波数を聴守している。

２ 海難救助体制の充実・強化及び海難救助技術

の向上

（１）SAR条約への対応

「１９７９年の海上における捜索及び救助に関する

国際条約」（SAR条約）は，沿岸国が自国の周辺

海域において適切な捜索救助業務を行うための国

内制度を確立するとともに，関係国間の協力によ

り，究極的には，世界の海に空白のない捜索救助

体制を作り上げることを目的としている。我が国

は，同条約に基づき，国内的な体制の整備を行う

一方，隣接国との SAR協定の締結により国際的

な協力体制の確立に努めており，現在，米国，ロ

シア及び韓国とそれぞれ SAR協定を締結してい

る。

また，近隣諸国等の要請に応じて，海上におけ

る捜索救助体制の整備のため，研修員の受け入

れ，専門家の派遣等の技術協力を積極的に推進し

ている。

さらに，海運・水産関係者に対して，コンピュー

タの利用により多数の船舶の位置等の情報を把握

することにより，海難が発生した場合に捜索救助

活動を効果的に行うことができる日本の船位通報

制度（JASREP）への参加を促進し，この制度の

有効活用を図った。平成１３年には延べ２万８，３６５

隻の船舶が参加した。

（２）救命胴衣の着用率の向上

海難及び船舶からの海中転落による死亡・行方

不明者を減少させるためには，救命胴衣の着用率

を高めるとともに，落水しても救助を要請できる

よう連絡手段を確保しておくことが極めて有効で

あることから，漁船，プレジャーボート等の乗組

員を対象とした，救命胴衣の常時着用，携帯電話

等の連絡手段の確保，緊急通報用電話番号「１１８

番」の有効活用を三つの基本とする「自己救命策

確保キャンペーン」を強力に推進した。

（３）巡視船艇・航空機等の整備

海上保安庁は，事案即応体制及び業務執行体制

の一層の強化を図るため，巡視船艇・航空機等の

整備を進めており，平成１３年度は，継続分を含め，

ヘリコプター１機搭載型巡視船１隻，中型巡視船

２隻，大型巡視艇６隻及び小型巡視艇１５隻並びに

新型ジェット機２機，中型飛行機３機及び中型ヘ

リコプター１機を整備した。

防衛庁は，人命救助等のための派遣にも役立た

せることができるように，航空基地及び艦艇基地

に航空機及び艦艇を緊急に発進できる態勢で常時

待機させている。

警察では，警察用船舶のほか，船舶無線・各種

水難救助資器材等の整備充実を図った。

（４）海難救助技術の向上

船舶交通のふくそう状況，気象・海象の状況等

を勘案し，海難の発生のおそれがある沿岸海域に

巡視船艇を配備するとともに，航空機の機動性と

ヘリコプターのつり上げ救助能力の活用を図るな
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ど，巡視船艇・航空機を効率的に運用している。

また，転覆船や火災船からの人命救助など高度

な救助技術を要する特殊な海難に対応するため，

特殊救難隊及び救難強化巡視船による特殊救難体

制の充実・強化を図る一方，海難救助が円滑に行

われるよう民間と連携した救難訓練の実施に努め

ている。

さらに，高度な応急処置を必要とする傷病者に

対しては，救急救命士の養成を継続することによ

り，海上における救急救命体制の充実・強化を

図っている。

このほか，（社）日本水難救済会に対し，救助用

物品を無償貸与するとともに，全国各地で実施さ

れている救助訓練の指導を行い，民間救助体制の

強化を図っている。

３ 洋上救急体制の充実

洋上で発生した傷病者に対し，医師，看護婦の

迅速かつ円滑な出動を行い，適切な医療活動を行

うため，（社）日本水難救済会が事業主体となって

実施している洋上救急事業について，その適切な

運営を図るための指導及び協力を行うとともに，

関係団体と協力し，医療機関の参加を促進してい

る。平成１３年は１６件の要請を受け，医師・看護婦

等３４人を派遣した。

第８節 損害賠償の適正化・充実

船舶による旅客の運送に伴い発生しうる損害賠

償に備えるため，事業許可を行う際に保険契約の

締結を条件とすることなどにより事業者の損害賠

償の能力を確保している。

第９節 科学技術の振興等

１ 海上交通の安全に関する研究開発の推進

（１）総務省関係の研究

ア 総務本省の研究

船舶の航行の安全性向上や海上物流の効率化を

実現するため，高度海上交通システムの実現に向

けた取り組みを行った。具体的には海上通信シス

テムをデジタル化し，高速化・高信頼化するため

の要素技術の研究開発を開始した。

イ 独立行政法人通信総合研究所の研究

海上交通の安全に寄与するため，天候や昼夜に

関係なく沿岸の海流の速度，波浪等を計測できる

沿岸域監視用の高分解能短波海洋レーダー及び

２００キロメートル沖まで監視可能な遠距離海洋

レーダーの研究開発並びに海流，海洋波浪及び海

洋油汚染の計測を行うための航空機搭載用高分解

能３次元マイクロ波映像レーダーの研究開発を

行った。

（２）文部科学省における科学技術に関する経費

の調整

各省庁の海上交通の安全に係る科学技術に関す

る平成１４年度の経費について，見積り方針の調整

を行った。

（３）水産庁関係の研究

独立行政法人水産総合研究センター水産工学研

究所では，転覆防止，耐航性能向上等により漁船

の安全操業及び安全航行の確立を図るため，「人

的影響を考慮した漁船安全評価法の開発」等の研

究を行った。

また，漁船等の安全航行を目的として「高逸散

型杭式防波堤の開発」に関する研究を他機関と共

同で実施した。

（４）国土交通省関係の研究

ア 国土交通本省の研究

海上交通における安全性を飛躍的に向上させる

ため，「ITを活用した船舶の運航支援のための技

術開発」や「高度船舶安全管理システムの研究開

発」等を実施した。

イ 国土技術政策総合研究所の研究

!ア 船舶諸元の現状・動向に関する研究

航路の幅員，水深等の整備諸元の決定要素とな

る船舶規模の現状を把握するとともに，特に大型

化の視点からの将来動向及び地域特性動向に関す

る研究を実施した。
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